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北陸管内の経営所得安定対策等について
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１ 経営所得安定対策等の概要について

【 趣 旨 】

畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）及び収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）については、「農業の担い手に対する経営安定のため
の交付金の交付に関する法律（担い手経営安定法）」に基づき予算を確保、水田活用の直接支払交付金は毎年要望を行っている。

水田活用の直接支払交付金
米・畑作物の収入減少影響緩和交付金

（ナラシ対策）
畑作物の直接支払交付金

（ゲタ対策）
対策名

水田で主食用米以外の麦、大豆、飼料用米、米
粉用米等の作物を生産する農業者に対して、交
付金を直接交付することにより、水田のフル活用
を推進し、食料自給率・自給力の向上を支援。

米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ
の当年産収入額の合計が、過去の平均収入であ
る標準的収入額を下回った場合に、その差額の９
割を、農業者と国が１対３の割合で補塡の原資を
負担し、補塡。

麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ、そ
ば、なたねの生産を行う農業者に対して、標準的
な生産費と標準的な販売価格の差額分に相当す
る交付金を直接交付。支払いは、当年産の作付
面積に応じて交付される面積払(営農継続支払)を
先払いとして、収穫後に数量払の交付。

概 要

令和７年度 ２,８７０ 億円令和７年度 ４４６ 億円令和７年度 ２,０２４ 億円
概算

決定額

販売目的で対象作物を生産する「販売農家」又
は「集落営農」

認定農業者、集落営農、認定新規就農者
交付

対象者

○ 平成２６年６月に「農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律（担い手経営安定法）の
一部を改正。平成２７年産からは、効率的かつ安定的な農業経営を目指して経営改善を図ろうとする「認定農業者」、
将来的に法人化して認定農業者になることも見込まれる「集落営農」に加えて、将来的に効率的かつ安定的な農業
経営を目指す「認定新規就農者」も対象とし、意欲と能力のある「担い手」の経営安定を図ることとした。

○ また、従来の面積規模要件については、小規模であっても、収益性の高い作物との複合経営や６次産業化によ

り、所得を向上していこうとする農業者もいることから、担い手であれば、規模要件は課さないこととした。
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１ 経営所得安定対策等の概要について (つづき)

対策名 畑作物の直接支払交付金（水田・畑地共通） 米・畑作物の収入減少影響緩和交付金 水田活用の直接支払交付金

２

戦略作物（麦、大豆、飼料作物、WCS用稲、加
工用米、飼料用米、米粉用米）等

米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ麦 (小麦、二条大麦、六条大麦、はだか麦)、
大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ、そば、
なたね

対象作物

ａ 戦略作物助成
・麦、大豆、飼料作物 35,000円/10ａ
・WCS用稲 80,000円/10ａ
・加工用米 20,000円/10ａ
・飼料用米、米粉用米 収量に応じ、55,000～
105,000円/10ａ
ｂ 産地交付金

地域で作成する「水田収益力強化ビジョン」に
基づき、地域の裁量で活用可能な産地交付金
により、二毛作や耕畜連携を含め、産地づくりに
向けた取組を支援。
c 都道府県連携型助成

都道府県が転換作物を生産する農業者を独
自に支援する場合に、当該支援の対象農業者
に対して、前年度からの拡大面積に応じて、都
道府県の支援単価と同額（上限：5,000円/10a）
で国が追加的に支援。
d 畑地化促進助成

水田を畑地化し、高収益作物やその他の畑作
物の定着等を図る取組等を支援。

ａ 数量払
「標準的な生産費」と「標準的な販売価格」との

差額分を単位重量当たりの単価で直接交付。
(品質区分に応じた単価を設定)

また、令和５年産から、消費税の課税事業者
向け単価と免税事業者向け単価に分かれる。
○ 令和５年産～７年産の平均交付単価

ｂ 面積払
営農を継続するために必要最低限の経費が

賄える水準を「面積払」として、20,000円/10ａ(そ
ばは、13,000円/10ａ)を直接交付）

交付単価
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○ 北陸の耕地面積（本地）は、28万9,900haで、新潟県が約半数を占める。（図１）
－うち、水田面積は25万8,700ha（対耕地は約89％）。（図２）
－うち、水田活用の直接支払交付金の加入申請面積（戦略作物）は、２万8,423ha（対水田11％）。（図４）

Ⅰ 農地① －戦略作物面積の耕地利用率－

参考：農林水産省「作物統計調査」、「令和６年度の経営所得安定対策等の加入申請状況」（農林水産省調べ）より

（図１） （図３）
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（図４）
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○耕地面積（本地）（R６）

○水田活用の直接支払交付金の
加入申請面積（戦略作物）（R６）

○水田面積（本地）の割合（R６）

○水田面積（本地）（R６）
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Ⅰ 農地② －対象作物の加入面積割合（カバー率）

参考：農林水産省「作物統計調査」、「令和６年度の経営所得安定対策等の加入申請状況」（農林水産省調べ）より

○ナラシ対策のカバー率

○ゲタ対策のカバー率

○令和５年農作物作付（栽培）延べ面積
（北陸）（図５）

（図６）

（表１）

（表２）

４

○令和６年度の作物別加入状況作付面積
（ゲタ／北陸）

○令和６年産の作物別加入状況作付面積
（ナラシ／北陸）（図７）

○ 北陸における農作物の作付延べ面積は、水稲が７割以上を占める。（図８）
○ ゲタ対策の作付面積に対するカバー率は、各対象作物とも全国的に高水準であり、北陸でも９割を超える。（図５、表１）
○ ナラシ対策の作付面積に対するカバー率は、北陸では全国に比べ米（36％）が高い。（図６、図７、表２）

（図８）

※ カバー率は、作付面積
をゲタは作付計画面積、ナ
ラシは申請面積で除して
試算。
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○ 北陸における県別加入申請件数割合は新潟県で36％と最も高く、次いで富山県、福井県、石川県の順。（図９）
○ 加入申請件数は、全国で39,291件で、北陸はその７％にあたる2,916件。（表３）
○ 北陸における作物別作付計画面積割合は、大豆が42％、六条大麦が36％で、この２つで約８割を占める。（図10）
○ 北陸における作付計画面積について、六条大麦とそばは福井県、大豆は新潟県と富山県が占める割合が大きい。（図11）
○ 六条大麦の作付計画面積は、全国で約１万８千ha、北陸で約１万haと、北陸は全国の約６割を占める。（表４）

Ⅱ 畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

参考：「令和６年度の経営所得安定対策等の加入申請状況」（農林水産省調べ）より

（図９）

（表３）

（図10）

（表４）

５

○令和６年度の
県別加入申請件数割合（北陸）

○令和６年度の作物別作付計画面積割合（北陸）

（図11）

○令和６年度の加入申請件数 ○令和６年度の作付計画面積

（単位：件）

認定新規就
農者

集落営農認定農業者合計

304 2,758 36,229 39,291 全国

20 362 2,534 2,916 北陸

4 107 938 1,049 新潟県

9 40 713 762 富山県

-50 362 412 石川県

7 165 521 693 福井県

（単位：ha）

なたねそば大豆
麦

合計 うち
はだか麦

うち
六条大麦

うち
二条大麦

うち
小麦

1,469 60,685 144,691 5,142 18,043 19,976 221,952 265,113 471,959 全国

25 5,595 11,582 3 10,155 -572 10,730 27,933 北陸

5 1,116 4,007 -154 -174 329 5,456 新潟県

20 571 4,312 3 3,480 -60 3,543 8,446 富山県

-353 1,505 -1,728 -90 1,818 3,675 石川県

-3,555 1,760 -4,793 -248 5,040 10,355 福井県
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○ 北陸における県別加入申請件数割合は新潟県で78％と最も高く、次いで石川県、富山県、福井県の順。（図12）
○ 加入申請件数は、全国で48,964件で、北陸はその17％にあたる8,293件。（表５）
○ 北陸における作物別申請面積割合は、米が約９割を占める。（図13）
○ 北陸における申請面積について、米は新潟県、麦は富山県と福井県、大豆は新潟県と富山県が占める割合が大きい。（図

14）
○ 米の申請面積は、全国で約27万２千ha、北陸で約５万７千haと、北陸は全国の約２割を占める。（表６）

Ⅲ 収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）

参考：「令和６年度の経営所得安定対策等の加入申請状況」（農林水産省調べ）より

（表５）

（図13）

（表６）

（図14）

６

○令和６年度の
県別加入申請件数割合（北陸）

（図12）

○令和６年度の作物別申請面積割合（北陸）

○令和６年度の加入申請件数 ○令和６年度の申請面積

（単位：件）

認定新規就
農者

集落営農認定農業者合計

208 2,547 46,209 48,964 全国

37 434 7,822 8,293 北陸

24 115 6,370 6,509 新潟県

7 71 637 715 富山県

2 67 678 747 石川県

4 181 137 322 福井県

（単位：ha）

大豆麦米合計

71,555 164,054 271,882 507,491 全国

4,794 4,440 57,390 66,624 北陸

1,937 140 35,893 37,971 新潟県

1,843 1,757 11,776 15,376 富山県

600 844 6,224 7,669 石川県

414 1,699 3,496 5,609 福井県
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Ⅳ ゲタ対策と水田活用の直接支払交付金の支払実績状況

７ 参考：農林水産省「令和５年度の経営所得安定対策等の支払実績」より

○令和５年度のゲタ対策の
支払額県別割合

○令和５年度のゲタ対策の前年度比較（北陸）

○令和５年産の水田活用の
支払実績（北陸）

○令和５年度の水田活用の前年度比較（北陸）

（図12）

（図14）

（図15）

○ 北陸の令和５年度のゲタ対策の支払額は、70.9億円で、前年度と比べて1.4億円減少。
－うち、支払額は福井県が４割を、富山県が３割を占める。（図12）

○ 北陸の令和５年度の水田活用の直接支払交付金の支払額は、203.4億円で、前年度と比べて10.2億円減少。
－うち、支払額は新潟県が約４割を占める。（図14）

（図13）


